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令和３年３月橋本市議会定例会会議録（第２号）その３ 

令和３年３月８日（月） 

                                                   

（午前10時45分 再開） 

○議長（土井裕美子君）休憩前に引き続き、

会議を開きます。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番２、11番 阪本さん。 

〔11番（阪本久代君）登壇〕 

○11番（阪本久代君）おはようございます。

通告に従いまして一般質問を行います。今回

は、４項目です。 

 まず、１項目め、子育て支援について。 

 和歌山県のホームページを見ますと、令和

３年度新政策と予算編成の方針の中に、保育

ニーズがある、あらゆる世帯への支援を充実

するなど、全国トップクラスの取組を推進す

ることで、子どもを安心して育てられる環境

を充実していくとあります。和歌山県内にお

いて、ほとんどの自治体で実施している第２

子の保育料の無償化や食材料費の助成を橋本

市では行っていません。少しずつでも県の施

策を実施してもらいたいと思います。 

 今回は、次の二点について質問をします。 

 まず、一つ目。乳幼児、小・中学生の医療

費助成制度の所得制限の撤廃を。 

 県内で所得制限があるのは和歌山市と橋本

市だけです。しかも、児童手当の所得制限よ

りも厳しい基準です。所得制限の撤廃を求め

ます。 

 二つ目は、国民健康保険の均等割の軽減を。 

 国民健康保険では均等割があり、家族が多

いほど保険税が高くなります。政府も少子化

対策の一環として、2022年度から就学前の子

どもの均等割を半額にすることを決めました。

橋本市は県の統一保険料に合わせるために毎

年均等割を値上げする予定です。子育て支援

の一環として、１年早く実施するなどできな

いでしょうか。 

 二つ目は、市庁舎の建て替えについてです。 

 市長は仕事始め式で本庁舎などを建て替え

る方針を明らかにしたと毎日新聞が報道しま

した。市民からは、市民に公共料金の値上げ

など負担ばかり押しつけているのに、なぜ庁

舎の建て替えなのか、耐震工事をしたのでは

ないかという声が上がっています。 

 ①耐震工事を選択した理由と、何年もつと

判断したのですか。 

 ②基金を積み立てるということですが、財

源はどこからですか。 

 三つ目は買物支援についてです。 

 高齢化が進む中で、買物の手段がない人、

将来の心配をしている人が多くいらっしゃい

ます。紀見北８地区の第２層生活支援協議体

が2019年12月に行ったアンケートによります

と、ちょうど広報と一緒に配られてきたんで

すけども、日常生活に困り事があると回答さ

れた方は21％、困っていることの３番目に多

いのが買物という結果です。 

 また、意見欄には、今は車の運転ができま

すが、近い将来できなくなったときの買物、

病院行きなどが心配です。坂道がきつくなっ

た人や足腰がつらい人のための乗り合いタク

シーがあると便利。移動販売車が来てくれる

と助かります。このようなこともこの中に書

いてありました。 

 日本共産党橋本市委員会が行ったアンケー

トにも、老人になって車も乗れないし店も近

くにない、それが一番困っています。高野口

から市民病院直通バスがなくなり困っていま

す。城山台地区は高齢化所帯が大部分となり、

スーパー等もなくなり、車を使用できなくな

ったとき不安が大きい。コミュニティバスが
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変更してから不便を感じています。前は市役

所まで乗れたのに橋本駅止まりで、おまけに

路線バスでバス代が高くなった、元に戻して

ほしい。80歳以上の私も運転をやめたいと思

っていますが、毎日の食料品の買物はどうす

るか不安です。などの声が寄せられています。 

 買物ができなくなったら子どもさんのとこ

ろや交通の便のいいところに引っ越しを考え

る人もいらっしゃいます。転出者を少なくす

るためにも買物支援は大事な課題だと考えま

す。 

 買物支援について、四点質問をします。 

 ①コミュニティバスを含め、公共交通は買

物をするのに十分な体制だと考えですか。 

 ②助け合いをするときに、事故の場合の対

処が一番問題になります。市としても支援を

考えるべきではありませんか。 

 ③移動販売に取り組む場合の支援策を考え

てはどうでしょうか。 

 ④タクシー利用の補助制度ができませんか。 

 最後に、県立高校の再編計画についてです。 

 県立高等学校の今後の在り方（再編整備）

の骨子案の説明・懇談会が開かれ、参加しま

した。今ある32の県立高校を充実させ、可能

な限り存続するという説明でしたが、和歌山

市に２校、特任高校をつくるということです。

普通科高校の中に特別枠をつくるというのは、

中学校教育にどういう影響があるとお考えで

すか。 

 以上です。答弁よろしくお願いいたします。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さんの質

問項目１、子育て支援に対する答弁を求めま

す。 

 健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（吉田健司君）登壇〕 

○健康福祉部長（吉田健司君）子育て支援に

ついてお答えします。 

 まず、一点目の、乳幼児、小・中学生への

医療費助成制度の所得制限の撤廃についてで

すが、本市では平成18年３月から乳幼児医療

費、平成23年１月から小学生医療費、さらに、

平成27年度からは中学生医療費の無償化を実

施しています。 

 本市の乳幼児、小・中学生医療費助成事業

の所得制限は、財源の２分の１が補助される

和歌山県乳幼児医療費県費補助金交付要綱に

基づき給付対象者を算定しています。さらな

る支援対象者の拡大を図りたいところですが、

子育て世帯の経済的支援を継続的に実施して

いくことが重要であり、一定の所得制限を設

けています。 

 今後、県の当該補助金交付要綱の見直しな

どにより所得制限額に変更が生じたときは、

本市の所得制限についても同様に検討してい

きます。 

 本市においては、財政健全化計画が令和２

年度で終了することになりますが、昨年から

の新型コロナウイルス感染症により依然とし

て厳しい財政状況が続くと考えられ、今のと

ころ所得制限の撤廃は考えていませんが、

小・中学生医療費助成に関し、国への要望を

引き続き行っていきたいと考えています。 

 次に、二点目の、国民健康保険の均等割の

軽減についてお答えします。 

 国民健康保険において、各世帯につき被保

険者１人に対し、基礎課税分、後期高齢者支

援金等課税分、介護納付金課税分の均等割税

額が課税されますが、被保険者の数が多いほ

ど均等割税額も高くなります。 

 一方、本市における国保加入者の未就学児

数は令和３年２月末現在337名で、世帯の軽減

判定所得基準に基づき均等割税額の７割軽減

を受けている方は102名、５割軽減を受けてい

る方は85名、２割軽減を受けている方は47名、

軽減を受けていない方は103名です。 

 国は令和４年４月１日から未就学児の国民
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健康保険の均等割税額を５割軽減する法令改

正を予定しており、低所得者世帯で既に国保

税の均等割の軽減措置を受けている世帯につ

いて、未就学児１人につき、均等割の７割軽

減は8.5割軽減に、５割軽減は7.5割軽減に、

２割軽減は６割軽減に、また、軽減のない世

帯は５割軽減にする予定です。 

 本市としても法令改正の実施に合わせて条

例改正をする予定をしています。ただし、本

市の国民健康保険財政は毎年、少子高齢化等

に伴い赤字となっており、今後制度を維持し

ていくためにも、基金を有効活用しつつ、基

礎課税分、後期高齢者支援金等課税分、介護

納付金課税分の各国保税率を県が毎年提示す

る本市標準保険税率に合わせるための改正は

必須であると考えており、令和３年度におい

て市独自で未就学児がいる世帯の国民健康保

険の均等割税額の軽減を実施することは難し

いと考えますので、ご理解のほどよろしくお

願いいたします。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん、再

質問ありますか。 

 11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）まず、最初に、日本全

体で人口が減ってきているときに橋本市だけ

人口を増やすというのはなかなか難しいこと

だとは思うんですけれども、せめて維持、ま

たは減少を抑えるために、やっぱり子育て支

援というのは大事な施策だというふうに思い

ます。 

 そのためにも、少なくとも和歌山県内でほ

かの自治体がしていることは、同じ和歌山県

に住んでいて、お隣ではやっているのに橋本

市ではやっていないということのないように、

まず、していくべきではないかと思うんです

けども、その辺はいかがでしょうか。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（吉田健司君）この件につき

ましては以前にもご質問されたこともあると

思うんですけども、橋本市の場合、こども園

計画があります。ハード事業を中心に橋本市

は整備を先行してやってきたつもりです。こ

の３月末に山田さつきこども園ができます。

次にご質問もあるんですけども、最後に残り

ました紀見地区につきましても公設公営で令

和７年度にこども園を建設する予定です。 

 こういう形で、老朽化した未就学児のため

の施設について整備を整えてきたつもりです。

そのために、ハードを優先した結果、ソフト

についてはやっていないところもありますけ

ども、今後ハード事業が終了していけば、ソ

フト事業についても財政課と調整して実施し

ていきたいと考えております。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）ハードが終わったらと

いうご答弁だったんですけれども、やはりど

こに住もうかと考えるときに、いろいろな施

策の充実しているところを若い方が選ぶとい

うことはあり得ることだと思います。 

 その中で、今現在は、医療費の助成制度、

所得制限があるのは和歌山市と橋本市だけな

んですけれども、和歌山市は2022年８月から

所得制限の廃止を決めたということです。そ

うしますと、橋本市だけが取得制限が残って

くると。再度、同じなんですけれども、やっ

ぱり橋本市も所得制限を考えるべきではない

でしょうか。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（吉田健司君）当然、和歌山

市がやめたということでしたら橋本市だけし

か残りませんので、当然検討していくべきか

なとは思っています。 

 ただ、令和３年度につきましてはやっぱり

コロナの関係で税収も減少しますし、今後ど

ういうふうな形で市の財政がなっていくか分

かりませんので、令和３年度については今の
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ところそういう検討をする予定はしておりま

せん。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）以前にも、先ほども言

われたように、この質問をしているんですが、

所得制限を受けているのは、平成27年度末、

今から５年ほど前ですか、で乳幼児が11.4％、

小学生が18.1％、中学生が23.8％ということ

でした。 

 子どもが大きくなるほど所得制限を受ける

ところが増えているというのは今も変わらな

いと思うんですけども、その辺はいかがでし

ょうか。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（吉田健司君）今の状況を説

明させていただいたらよろしいですか。今現

在、乳幼児、小学生、中学生についても、今

言いました所属制限を行っています。乳幼児

につきましては全体で2.7％、全体で約200万

円ぐらいの制限があります。人数的には66名。

小学生については164名、5.9％ぐらいの人、

金額的にして約400万円。中学生についてはこ

れも164名で10.7％ぐらい、約200万円ぐらい

となっております。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）前に聞いたときよりも

かなり減ってきているというか、なおかつ所

得制限を受けているところが減っているとい

うことで、やっぱりそれだけ若い人が生活が

しんどなってきているということになるので

はないかなと思うんです。 

 以前聞いたときは2,300万円ほど、所得制限

をなくしたらそれだけ支出が増えるという、

平成27年度の場合ではそういうご答弁だった

んですけど、今でしたら800万円支出が増える

という、そういう今の説明だったと思うんで

す。この800万円が本当につくれないのかどう

かということにはなると思うんですけれども、

先ほど県が要綱を変えたら変えますというふ

うなお話もありました。 

 これだけの金額であればすぐにでもできる

のではないかなとも思うんですが、それでも

難しいということであれば、せめて乳幼児だ

けでも、66名の方、200万円あればできるとい

うことですので、乳幼児だけでも所得制限を

廃止するということはできないんでしょうか。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（吉田健司君）この件につき

ましては、以前にも答弁させていただいてい

るんですけども、やるとなればやっぱり継続

してやるべきかなと思います。システム改修

もありますし、当然１年間だけやるというわ

けにはいきませんので、継続的にずっとやる

というのがこれの大事なところかなと思って

います。その点で乳幼児だけをやるというの

はなかなか、今のところ財政的にも難しいと

考えております。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）できるだけ全部、所得

制限は外してもらいたいと思っているんです

けれども、特に経済的な支援ということでい

えば、一番若い世代が多いであろう乳幼児を

持っている世代、また、乳幼児のときが一番

病気にもかかりやすいときなので、いっぺん

にというのが難しかったらそこからでもと思

って今聞いたわけなんですけれども、すると

きは全体をするんだというご答弁だったのか

なと思うんですが、それでよろしいでしょう

か。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（吉田健司君）やるときは一

斉にシステム改修をさせていただいて、全体

一緒にやりたいと考えております。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）令和３年度は考えてい

ないということなんですけれども、和歌山市
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ももう廃止されることですし、もうできるだ

け早く撤廃されることを要望いたします。 

 国民健康保険のほうなんですけれども、国

のほうは令和４年度からすると、もうほぼ決

まっているようです。先ほどの、今７割軽減

の人が8.5割軽減になるとかというお話もあ

って、だいたい、試算をしましたら、均等割

を３万4,200円と計算した場合に約365万円で

令和３年度も均等割の半分をほぼ助成するこ

とができます。 

 365万円、１年間でだけですので、令和４年

度からは国からお金がおりてきますから、で

きないかなと思うんですけど、いかがでしょ

うか。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（吉田健司君）この制度につ

いては令和４年４月からということで、国の

補助が２分の１、県の補助が４分の１、市の

負担が４分の１ということになっています。

議員、今おただしのように、だいたい金額的

にはそのぐらいの負担となっています。 

 これにつきましても、令和４年４月から行

うところが非常に多いんですけども、今もや

っているところがあるんですけども、やはり

一般会計からの繰り出しとかその辺でカバー

しているところが多いようです。 

 本市の場合も、答弁にもありましたように、

国民健康保険については非常に苦しい財政状

況が続いておりまして、令和２年度につきま

しても基金のうち約１億8,000万円の取崩し

を考えています。令和３年度につきましても

同じく１億8,000万円の取崩しを考えており

ます。 

 今回ちょっと税額的には上がるんですけど

も、そのぐらいの金額の基金を取り崩して国

保運営を行っていますので、ここについても、

国の方針のように令和４年４月からというこ

とでご理解いただきたいと思います。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）国保税を県の基準にい

っぺんに上げるんじゃなくて、基金を使いな

がら徐々に上げていくということで、毎年基

金を崩されているという説明は聞いておりま

す。 

 だけど、もう、コロナの中で国民健康保険

に加入されている方もかなり経済的にもしん

どい方もあるというふうにも思いますし、で

きるだけ、１年でも早く実施してもらえたら、

子育て支援にもなるし経済的な支援にもなる

と思いますので、再度検討していただけない

でしょうか。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（吉田健司君）新型コロナ感

染症によりまして、特にやっぱり自営業の方

が非常にしんどいかなとは思っています。自

営業の方といいましたら、国保に入っている

方が多いということも認識しております。 

 そんな中で、国民健康保険の減免制度につ

いてはコロナ対策としてやっていますので、

そのほうでしっかりした支援をやっていきた

いと考えております。 

○議長（土井裕美子君）次に、質問項目２、

市庁舎の建て替えに対する答弁を求めます。 

 総務部長。 

〔総務部長（小原秀紀君）登壇〕 

○総務部長（小原秀紀君）市庁舎の建て替え

についてお答えします。 

 まず、耐震補強工事を選択した理由につい

てですが、平成19年度に本庁舎の耐震性を確

認するため２次耐震診断を実施し、耐震指標

であるＩｓ値を算出しています。その結果、

本庁舎の北部分でＩｓ値が0.20と、震度６か

ら７程度の揺れで建物の倒壊または崩壊の危

険性が高いとされる0.30を下回り、南部分で

は0.42と、倒壊または崩壊の危険性がある評

価となりました。 
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 この調査結果を受け、本庁舎を中心とする

シビックゾーン内の施設の耐震化も含めた施

設整備について総合的に検討を加え、平成21

年３月に策定された橋本市シビックゾーン整

備に関する基本計画、第１次シビックゾーン

整備計画において、市の極めて厳しい財政状

況なども考慮し、限られた財源を効率的かつ

効果的に活用するため、本庁舎の耐震補強の

方針が示され、耐震補強工事に至っています。 

 次に、何年もつと判断したのかについてで

すが、耐震補強工事は耐用年数の延長を目的

とするものではなく、地震に対する安全性の

向上を図り、公共の福祉の確保に資すること

を目的に実施されます。このことから、耐震

補強工事を行った平成25年時点で、あと何年

もたすかの判断はしておりません。 

 ただし、国土交通省大臣官房官庁営繕部監

修の「建築物のライフサイクルコスト」にお

いて、鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コン

クリート造の耐用年数は80年とすることが望

ましいとされており、本庁舎は建築後63年が

経過しており、17年後に耐用年数を迎えるこ

とになります。 

 次に、基金を積み立てる財源についてお答

えします。 

 さきにお答えいたしましたとおり、現庁舎

は耐震補強工事を実施しているものの、老朽

化が進んでおり、耐用年数が経過するまでに

は建て替えが必要となると考えています。 

 なお、庁舎の建て替えについては多額の経

費が必要であり、現時点では庁舎建て替えを

目的とした国や県からの補助金はありません。

また、本市が活用できる地方債は現状では一

般単独事業債となりますが、この地方債の充

当率は75％であり、25％は事業実施年度にお

いて必要な財源となります。 

 このような理由から、将来の庁舎建て替え

のため、可能な範囲で基金を積み立てる必要

があると考えています。 

 本年度は財政健全化計画が終了する年度で

もあり、新型コロナウイルス感染症の影響な

ど不明確な点もありますが、令和元年度では

財政調整基金を取り崩すことなく財政運営が

できており、本市の財政状況は改善傾向とな

っています。 

 また、令和４年度には第三セクター等改革

推進債の償還が終了することもあり、公債費

も減少する見込みとなっています。 

 これらの公債費減少分を基金積立ての財源

として活用するとともに、今後も経費節減と

歳入の確保に努めることで基金積立ての財源

を確保したいと考えています。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん、再

質問ありますか。 

 11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）庁舎の建て替えについ

ては、私が知る限りでは毎日新聞に報道され

たということぐらいで、来年度にプロジェク

トチームを立ち上げて、それから、再来年度

から基金を積み立てるというふうな話を聞い

ています。 

 ただ、市民からすれば、今までずっとお金

がないお金がないと言われて、いろいろな値

上げであるとかサービスの削減とかいろんな

ことがあった中で、何で今、庁舎なんだとい

う、そういう声はあります。 

 そういう声に対して、やっぱり、すぐに建

て替えるというわけではないということも言

われていましたので、その辺も含めてきっち

りと発信していくべきではないかなと思うん

ですけど、その辺はいかがでしょうか。 

○議長（土井裕美子君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）阪本議員の質問にお答

えします。 

 別にすぐ建てると言っているんじゃなくて、
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庁舎を建て替えるに際しても、ある程度の基

金を積み上げておかないと将来負担が大きく

なってしまうということもあります。今すぐ

やると言っているのではなくて、令和３年度

において、シビックゾーンを、新しい庁舎を

建てるときに、教育文化会館はどうするの、

市民会館はどうするの、図書館はどうするの、

庁舎はどれぐらいの、人口も多分、20年先に

なっていますと４万5,000人ぐらいになって

いるのかなというふうな気もしますし、そう

いう中で、よりコンパクトで使いやすい庁舎

を造っていきたいというふうに考えています。 

 そのプロジェクトを令和３年度で職員のほ

うで検討をさせていただいて、それで、基金

のほうもある程度確保できて、将来負担が軽

減できるのであれば、建て替えに向けて進め

ていくというふうなことをしていきたいと思

っています。 

 決して、財政的に厳しいときというのは基

金の積立てはできないと思います。ですから、

より一層、行財政改革も進めながら、そして、

第三セクター等改革推進債が終わりますので、

ある程度の基金を積み上げていくという方法

を取っていきたいと思いますし、市民の皆さ

んにも、説明もこれからしていきたいとは思

っています。 

 ただ、急に建て替えるということでは絶対

できないので、やっぱり税収の減とかいろい

ろ考えますと、ある程度のお金をためて、起

債もできるだけ少なくして、橋本市の将来負

担を減らすということが財政健全化の上でも

大変重要なことだと思っています。 

 これからもそういう、遊休財産の処分を進

めていったり公共施設の整理統合を進めてい

ったりして、できるだけコスト削減をしなが

ら基金を積み上げていくと。どっちにしても、

あと20年の中に南海トラフ地震みたいなのが

来ないことを祈りつつやっていくということ

になりますし、やはり、大きな地震があった

ときに、果たしてこの庁舎、確かに耐震はや

ってあるんですけど、役所の中は整備もして

ありますけども、ただ、どの程度、大きい地

震があったときに被害が出るかも分かりませ

んし、この庁舎は使えないかも分かりません。 

 そういうことも踏まえて、本当は10年ぐら

いで建て替えるのが一番いいかなと思うんで

すけども、それはもう財政的には絶対無理な

ので、そういう中で市民の皆さんにも説明を

してもらいながら、よりコンパクトな庁舎に

変えていきたいと思いますし、福祉センター

の中も、例えば図書館を福祉センターの１階

に持っていくような、そういう形にすること

も可能だというふうにも考えていますので、

今後十分検討しながら、よりコスト削減にも

努めていきながら建設をしていく。 

 もう私がやるのではなくて、15年、20年先

の市長がそのときに判断をしていただくとい

うことになってくると思います。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）今の庁舎がもういつま

でももつということはないということはよく

分かります。ただ、やっぱり、どういう庁舎

を造るのかというのは、どういうまちづくり

をするのかということにもすごく関わってく

ることだと思うので、そういうことも含めて、

市民の声も聞きながら計画もつくってもらい

たいというふうに思うのと、それと、公債費

が減ってくる、減少してくる見込みというこ

とではあるけれども、やっぱり基金を積み立

てるときに市民の福祉とかサービスを削らな

いように、しっかりとしてもらいたいという

ことを約束してもらいたいと思うんですけど

も、いかがでしょうか。 

○議長（土井裕美子君）市長。 

〔市長（平木哲朗君）登壇〕 

○市長（平木哲朗君）阪本議員の質問にお答
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えします。 

 もちろん、それは守っていきたいと思って

います。基本的には、福祉であったり社会保

障の部分を大幅にカットする、そういうこと

はないようにしていくということは常に考え

ておりまして、若干、施設の維持費等に市民

の皆さんにも協力をしていただかんと、全て

の財源があるわけでもありませんし、そうい

う面では、基本は福祉と社会保障はしっかり

と守っていく。 

 でも、ある程度の値上げというのは、国保

でも後期高齢者医療でもそうなんですけども、

現実は赤字財政の中で、本当は国がもう少し

お金を入れてくれたらいいんですけど、それ

はなかなか国もお金がないので入れてくれな

いんですけども、そういう中で私たちとして

も、今できていること、もし、どうしても困

っていることがあったら福祉に対してお金を

つけることというのは今後も、財源を確保と

いう大前提がありますけども、そこはしっか

り守りながら、その中で基金を積んでいくと

いうふうに考えていますし、それがまちづく

りになってくるのは確かだと思いますし、行

政サービスの低下にならないようには取り組

んでいきたいと思います。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）ぜひ、サービスを削ら

ないように、よろしくお願いいたします。 

 次に、移ります。 

○議長（土井裕美子君）次に、質問項目３、

買物支援に対する答弁を求めます。 

 総合政策部長。 

〔総合政策部長（上田力也君）登壇〕 

○総合政策部長（上田力也君）買物支援につ

いてお答えします。 

 まず、一点目の、コミュニティバスを含め

た公共交通は買物をするのに十分な体制かと

のおただしですが、コミュニティバスを含め

た公共交通は、高齢化が進む中、買物を希望

する市民の重要な移動手段の一つであると認

識しています。 

 令和２年１月に実施した公共交通網の再編

では、買物や通院に合わせたルートへの変更、

駅や商業施設への乗り入れ、停留所名を商業

店舗名に変更し目的地を分かりやすくするな

ど利便性向上に取り組み、予算上の制限もあ

る中においては実現可能な範囲で一定のサー

ビス体制は確保できたと考えています。 

 しかしながら、多様な利用形態の全てに応

えることは難しく、一部では、目的地に行く

便はあるが帰りの便がない、デマンドタクシ

ーからコミュニティバスにうまく乗り継げな

いなどの声があるのも事実です。 

 今後は、コロナ禍の動向を見極めながら、

乗降調査や地域懇談会等により意見を聴取し

た上で、アフターコロナの状況も踏まえた地

域公共交通の在り方について、橋本市生活交

通ネットワーク協議会において、有識者、運

輸支局、事業者等と議論を深め、次期再編に

向け取り組んでまいりますので、ご理解のほ

どよろしくお願いします。 

 次に、四点目の、タクシー利用の補助制度

導入についてのおただしですが、仮に現在実

施している福祉タクシーを参考に試算したと

しても、現コミュニティバス等の運行経費に

加え多額な経費が必要となり、大きな財政負

担が新たに生じることから、タクシー利用の

補助制度について現時点では実施する予定は

ありません。 

○議長（土井裕美子君）健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（吉田健司君）登壇〕 

○健康福祉部長（吉田健司君）次に、二点目

の、助け合いをする場合の、事故に対する市

の支援についてお答えします。 

 助け合い活動の中での自動車事故の問題に

ついては、現在のところ、各自で加入してい
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る自動車保険で対応していただくことを考え

ています。本市では、研修を通じて安全運転

意識や運転マナーを高め、事故を未然に防ぐ

よう啓発していきたいと考えています。 

○議長（土井裕美子君）経済推進部長。 

〔経済推進部長（北岡慶久君）登壇〕 

○経済推進部長（北岡慶久君）次に、三点目

の、移動販売に取り組む場合の支援策につい

てお答えします。 

 移動販売を始める方が新規創業者である場

合には、橋本市創業促進事業補助金を活用す

ることが可能です。また、これまで他の事業

を実施している事業者が新しい取組として移

動販売の事業を開始する場合には、一定の条

件はあるものの、国の中小企業事業再構築促

進事業の活用が可能な場合があります。 

 これらの補助金については車両そのものの

購入は対象外となっており、車両以外の部分、

例えば車両に設置する冷蔵冷凍庫などの購入

に補助金を活用することが基本となります。 

 また、移動販売を開始した後、採算が取れ

ない場合に補填するような支援は、事業者支

援の観点からは行うことができないものと考

えますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん、再

質問ありますか。 

 11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）まず、一点目の、コミ

ュニティバスを含め公共交通はというところ

で再質問を行います。 

 コミュニティバスについては何度か質問を

していまして、前々回に質問したときはちょ

うど再編の前で、買物や通院に合わせたルー

トへ変更するということで大変期待いたしま

した。 

 そうしましたら、変更にはなったんですけ

ど、確かに今まで使えなかった地域が使える

ようになったりとか駅にも乗り入れるとか改

善点もたくさんあったんですけども、実際に、

今まで市役所まで行けてたけど行けなくなっ

たとか、また不満点もたくさんありますし、

いろいろルートを調べていても、行っても帰

りの便が２時間半後にしかないとか、そうし

ましたら、やっぱり、いくらゆっくり買物し

ても、例えば午前中に行ったら、お昼ご飯も

食べてバス待たなあかんというふうなことに

もなるので、やっぱりそれでは使えない、も

う使いようがないというふうに、結局、市民

のほうが思ってしまうといいますか、やっぱ

り、今、コミュニティバスでいったら４コー

スありますけど、１台が２コースを走ってい

るということで、やっぱり行って帰ってくる

のに時間が余計かかってきているのではない

かなと思うんです。 

 次期再編、いつになるのかは分かりません

けれども、そのときには１コース１台にまた

戻すことも含めて検討してもらえないかなと

思うんですけども、いかがでしょうか。 

○議長（土井裕美子君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）今回の再編、

昨年の改編によりまして、確かに不便に、以

前よりは不便になったところもあれば、逆に、

便利になったというか、ありがたいという声

もいただいているところではございます。 

 今、２ルートについて１台というところを

１ルート１台にできないのかということも、

そういうことを意見として頂いているところ

もあります。その他の意見も含めて、最終的

には生活交通ネットワーク協議会のほうに諮

っていくということになります。 

 生活交通ネットワーク協議会、次の改編と

いうことにつきましては、昨年から、コロナ

禍ということの中でなかなか、乗降調査であ

るとか、あるいは地域懇談会も開けていなか

ったということもありますので、今年、ちょ

っと収束の状況も見まして、利用者、あるい
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は利用者以外の方の意見、それから、今頂い

ているような意見も含めて、そこは協議会の

ほうで検討はしていきたいというふうには思

っております。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）ぜひお願いします。 

 壇上でも言いましたけど、やっぱり買物支

援って大きな課題だと思うんです。いろいろ、

生協もあるし、また、ネット販売とかもある

し、いろいろな方法で買物はできるんですけ

れども、でも、やっぱり自分の目で見て選び

たいということは、何というか、すごく大切

な思いだと思うんです。 

 それを実現するためにも、やっぱり公共交

通の問題もあるし助け合いの問題もあるけれ

ども、私、自分自身が考えつくものを４項目

上げたんですけれど、だいたいあんまりいい

答弁ではなかったんですが、やっぱり買物支

援がすごく、何というか、橋本市に住み続け

たい、住んでよかったと思ってもらえるため

にも必要な課題であるという認識をお持ちで

しょうか。 

○議長（土井裕美子君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）買物支援とい

うお話なんですけども、私が考えるのには買

物支援というのは二通りがあって、一つは生

活を維持していくための買物と、もう一つは

先ほど議員もおっしゃられたとおり、外に出

て、そして買物を楽しむという、そういう二

つに分かれるのではないかなというふうに思

っております。 

 委員おっしゃっている買物を楽しむという

部分について、公共として、市としてどれだ

けのサービスができるのか、これはなかなか、

それぞれの欲求というか、それを実現してい

くためには必要な財源というのは相当なもの

になりますので、なかなかこれは難しい。 

 難しいということで、どうすればいいんだ

ということはかねがね検討して、そして、基

本的にはやはり、地域の課題は地域で解決す

るといいますか、やはり共助、共に支え合い

ながらその地域でいろんな困り事を解決して

いくというのが、これからの進むべき方向で

あると。 

 これについては橋本市の長期総合計画にも

うたわれていますし、そして、そういうこと

で橋本市の自治と協働をはぐくむ条例、これ

も制定したところでございまして、そういっ

た認識というのは私自身ございます。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）共助ということも確か

にあるかもしれませんけれども、ただ、やっ

ぱり、何といいますか、車に乗り合わせて買

物に行くとしても、高齢者が高齢者を乗せて

いくというか、元気な高齢者が結局乗せてい

くということになりますし、本当にそれでい

いのかということも、やっぱり、いつまでも

免許証を返納できないというとこら辺とか、

やっぱり、事故の場合が一番心配だし、有償

運送にしても運転手はかなり高齢化してきて、

これから先どうするかとかと悩んでいるとい

う話も聞きますし、やっぱりその中で、どう

しても公が手を出さないといけない部分とい

うのは出てくると思うんですけれども、その

辺はいかがですか。 

○議長（土井裕美子君）総合政策部長。 

○総合政策部長（上田力也君）確かに、この

超高齢化社会の中で、共助という、地域の課

題は地域で解決するというにも確かに限度は

あるかなというふうには思っています。 

 ３年ほど前から、ご存じのとおり、生活支

援協議体というものを設立して、昨年はコロ

ナという状況もあったのであまり活動できて

いない協議体が多いんですけども、やはり一

度、地域でどういった助け合いができるのか

と。どちらかというと、買物支援というお話
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ですけども、移動支援ということかなという

ふうに私は思います。そんな中ではいろんな

リスクもあるということは皆さん存じている

ところでございます。 

 ただ、そういった形をこれからどういう形

で実現していくのかということを協議体の中

でも考えられていますし、また、せんだって、

協議体が主体となって、近くの民間の商業店

舗と連携して移動販売サービス、こういうこ

とができないかという、そういうような取組

もしようではないかというようなところもあ

りますので、総じてやはり時間がかかると思

いますけども、そういった活動を市としても

見守りながら、あるいは、連携を支援しなが

ら進めていくというふうにも思っております

し、そして、最終的には、買物支援や移動支

援といいますか、通院もそうなんですけども、

生活協議体から最終的には地域運営組織に持

っていけたらなというふうに今のところ考え

ております。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）すぐに解決策が出てく

る問題でもないとは思いますけれども、本当

に、何というか、自分で買物ができなくなっ

たらもう子どものとこに行くとか、もっと便

利なところに引っ越すとかという例もたくさ

ん見てきていますので、やっぱり、買物がで

きる、生活していくことができる、そういう

橋本市に一歩でも。 

 実際には今も生活をされているんだけど、

やっぱり先の不安が大きいんですよね。その

不安はないんですよということが言えるよう

な、そういう施策に取り組んでいっていただ

きたいというふうに思います。 

 ３番目を終わります。 

○議長（土井裕美子君）次に、質問項目４、

県立高校の再編計画に対する答弁を求めます。 

 教育長。 

〔教育長（小林俊治君）登壇〕 

○教育長（小林俊治君）県立高校の再編計画

についてお答えします。 

 先日の県教育委員会の説明会において、今

後それぞれの高校に期待される役割や使命の

たたき台として７種類の在り方が示され、そ

の中で、仮称と断った上で特任という名称が

使用されました。 

 説明の中で、特任高校とは、特に期待され

る使命を達成するため、特色ある教育活動を

展開するように整備される高校との説明があ

り、一つに、理系研究を一生懸命に勉強した

い生徒がしっかり学べる高校という例示がな

されました。和歌山県内では既に２校の県立

高校が文部科学省からスーパーサイエンスハ

イスクールの指定を受け、先進的な理系教育

に取り組んでいます。 

 したがいまして、将来の高等学校の在り方

として、地域の学校においても特色ある教育

を充実させるという方針も示されていること

から、和歌山市内の２校を特任高校として充

実させることによる、本市の中学教育に及ぼ

す新たな影響はないものと考えています。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん、再

質問ありますか。 

 11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）今もご答弁にありまし

たけれども、この間の説明会に参加しまして、

骨子案の中で、現在は普通科高校、地域特性

高校、専門学科高校、総合学科高校、定時制・

通信制拠点高校の五つの区分を既に和歌山県

は持っておられます。それを七つに、地域中

核高校、特任高校、地域特性高校、総合専門

高校、専門高校、総合学科高校、定時制・通

信制拠点高校の７区分に組み替えるというふ

うになっております。 

 先ほど、特任高校というのは、スーパーサ

イエンスハイスクールが既に２校あるので、
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そのようなものだというふうにお考えになっ

ているようなご答弁だったと思うんですけれ

ども、私が受けた印象からすれば、この説明

のときにそのことは言われていなかったし、

また違う、むしろ県立高校内に県教委が格差

を持ち込むという点で一番問題ではないかな

と思うし、もうスーパーサイエンスハイスク

ールのことを言われているのではないように

は思いました。 

 また、伊都地域は既に伊都高校が定時制・

通信制の伊都中央高校にもう既に変わってお

ります。８割以上の中学生の皆さんが県立の

高校に進学をされている。 

 そういう中で、できるだけ今ある高校は残

すということではあるんですけれども、子ど

もの数が減るから統廃合しても仕方がないと

いうのではなくて、もう例えば、少人数学級

にすれば学級数も確保できるということもあ

りますし、子どもたち、中学生の進学先を保

障するためにも拙速な高校再編はするべきじ

ゃないというふうに、市からも主張すべきで

はないかなと思うんですけども、いかがでし

ょうか。 

○議長（土井裕美子君）教育長。 

○教育長（小林俊治君）市として、視野とし

て見ているのは伊都地方という形にどうして

もなっています。やはり、子どもたちにしっ

かりとした進路指導をしていくということは

大切です。 

 この８月に出された答申の中で特に気にな

っている部分というのは、やっぱり人材の育

成というのがものすごく優先的に書かれてい

ます。やはり、教育の目的の基本は人格の完

成であって、それに伴って人材が育成されて

いくという。目的は人格の完成。それから、

もう一つは大学進学率ということが非常に多

く出ています。 

 私自身は、中学校教育でしっかりとした学

びを、やっぱり学び、自分が学んでいくとい

うことを積極的にできる子どもの育成、その

中で子どもたちの進路をいかに保障していく

か、そして、子どもたちが自らの進路に向か

って学ぶ。 

 これ非常に難しいと思います。今回も入試

の受験者数がもう、昨日ですか、発表されま

した。もう人数が定数に満たないからもうい

いと言うのでは本来の学びではないと思いま

す。大変これ、しかし、難しいところです。 

 でも、子どもたちにしっかりと自分の行き

たい進路、ここへ行きたいんやと、この高校

へ行きたいんやという、そういうところをし

っかり持たせて、そして、高校と連携して、

そして、高校もやっぱり魅力のある高校にな

っていただいて、中学校でも高校のよさを紹

介して、お互い連携しながら進路指導に取り

組んでいくということが必要ではないかなと

思っています。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さん。 

○11番（阪本久代君）今も教育長も言われま

したけども、やっぱり教育の目的は人格の育

成と。それと、中学生の間に全て自分の進路

を決めるということは難しいと思うので、や

っぱり高校生になってから自分のやりたいこ

と、進むべき道というのを考える子どももい

らっしゃると思うので、やっぱりできるだけ

進路の保障をしていく、そのことはぜひとも

よろしくお願いいたします。 

 終わります。 

○議長（土井裕美子君）11番 阪本さんの一

般質問は終わりました。 

 この際、午後１時まで休憩いたします。 

（午前11時44分 休憩） 

                     


